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Ⅰ 法人の概要（令和７年５月１日 現在） 

 

建学の精神    共 立 

 

人はいろいろな環境を克服しながら生きていく。 

          あらゆる人たちからの手が差し延べられ、そして自らも自らの及ぶ能力を差

し出すことで、共に助力し合い成長していく。 

教育をとおして、人類の永遠の課題であるこの互助の精神を涵養する。 

 

教 育 理 念    探 究・創 造・貢 献 

 

 

 

１．法人の名称   西野学園 

 

 

２．設置する学校、学科、附帯教育事業 

 

（１） 西野桜幼稚園 

札幌市西区西野４条６丁目１１－１５ 

 

保育年限 定員 学級数 

１年、２年、３年 ３４０ １２ 

 

（２） 西野第２桜幼稚園 

札幌市西区西町北１８丁目４－１５ 

 

保育年限 定員 学級数 

１年、２年、３年 ２７０ ９ 

 

（３） 札幌医学技術福祉歯科専門学校 

札幌市中央区南５条西１１丁目１２８９－５ 

 

    【専門課程】   

分野 学科 昼夜 修業年限 定員 学級数 

医療 臨床検査技師科 昼間 ３年 ２２０ ６ 

教育社会福祉 介護福祉士科 昼間 ２年 ８０ ２ 

医療 理学療法士科 昼間 ３年 １２０ ３ 

医療 臨床工学技士科 昼間 ３年 １２０ ３ 

医療 言語聴覚士科 昼間 ３年 １２０ ３ 

医療 歯科衛生士科 昼間 ３年 １４０ ３ 

医療 作業療法士科 昼間 ３年 １２０ ３ 

合計 ９２０ ２３ 

      

 



 

 

 

【附帯教育事業】 

養成施設等 形態 修業年限 定員 

看護科２年課程（通信制）  通信 ２年 ３００ 

社会福祉士通信課程（一般） 通信 １年６か月 ６００ 

社会福祉士通信課程（短期） 通信 ９ヶ月 ８０ 

介護福祉士実務者研修通信科 通信 ６か月 ８０ 

介護福祉士実務者研修通学科 通学 ６か月 ６０ 

介護職員初任者研修 通学・通信 ８か月 ４０ 

 

（４） 札幌心療福祉専門学校 

    札幌市中央区北２条西２０丁目２－２８ 

 

    【専門課程】 

分野 学科 昼夜 修業年限 定員 学級数 

教育社会福祉 精神保健福祉科 昼間 ３年 １２０ ３ 

合計 １２０ ３ 

 

（５） 札幌リハビリテーション専門学校 

    札幌市中央区北４条西１９丁目１－３ 

 

    【専門課程】 

分野 学科 昼夜 修業年限 定員 学級数 

医療 理学療法士科 昼間 ４年 １６０ ４ 

医療 作業療法士科 昼間 ４年 １６０ ４ 

合計 ３２０ ８ 

 

（６） せいとく介護こども福祉専門学校 

    札幌市中央区南１１条西８丁目２－４７ 

 

    【専門課程】 

分野 学科 昼夜 修業年限 定員 学級数 

教育社会福祉 介護福祉科 昼間 ２年 １６０ ４ 

教育社会福祉 こども福祉科 昼間 ２年 １６０ ４ 

合計 ３２０ ８ 

 

（７） 【収益事業】 

 

さくらキッズクラブ    学童保育（放課後児童健全育成事業） 

      山の手  札幌市西区山の手３条２丁目２－１ 

      円 山  札幌市中央区北２条西２０丁目２－２８ 

 

 



 

 

    ロボットプログラミング教室 プログラボ 

      プログラボ山の手シスラボ  札幌市西区山の手３条２丁目２－１ 

      プログラボ円山シスラボ   札幌市中央区北２条西２０丁目２－１８ 

      プログラボ伏見シスラボ   札幌市中央区南１３条西１３丁目２－２４ 

      

 

３．法人の沿革 

 

    昭和４０年 ２月１８日  西野桜幼稚園設置（個人立） 

      昭和４３年 １月１０日   学校法人西野学園設立認可 

       昭和４５年１１月 ５日   西野第２桜幼稚園設置認可 

       昭和５３年 ３月 ３日   札幌西調理師高等専修学校設置認可 

       昭和５７年 ３月１９日   札幌医学技術専門学校設置認可 

       昭和６０年１２月 ４日   札幌システムラボラトリー専門学校設置認可 

       昭和６２年 ３月３１日   札幌西調理師高等専修学校廃止 

       平成 ４年 ４月 １日   札幌医学技術専門学校の校名を変更 

                         「札幌医学技術福祉専門学校」 

                  札幌システムラボラトリー専門学校の校名を変更 

                                            「札幌医療科学専門学校」 

       平成 ８年１１月２８日   札幌医福経営専門学校設置認可 

       平成 ９年 ３月１４日   函館臨床福祉専門学校設置認可 

        平成１１年 ４月 １日    札幌医福経営専門学校の校名を変更 

                                               「札幌心療福祉専門学校」 

       平成１３年 ３月３０日   札幌リハビリテーション専門学校設置認可 

    平成２１年 ６月 １日  学童保育さくらキッズクラブ開設 

平成２４年 ３月３１日  札幌医学技術福祉専門学校との校名統合により 

札幌医療科学専門学校を廃校 

    平成２４年 ４月 １日  札幌医学技術福祉専門学校の校名を変更 

                         「札幌医学技術福祉歯科専門学校」 

令和 2 年 ４月 １日  ロボットプログラミング教室プログラボ開設 

    令和 6 年 ３月３１日   函館臨床福祉専門学校廃校 

令和 7 年 ４月 １日  学校法人成徳学園と法人合併 

                  せいとく介護こども福祉専門学校を承継 

 

 

４．役員名簿（令和７年６月１日現在）          定員 理事６名 監事２名 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号  校長又は園長のうちから理事会において選任した者 

２号  前号に掲げる者のほか、理事会において選任した者 

 

 

 

職名 役職 氏名 常勤・非常勤の別 選任区分 

理事 理事長 前鼻 英蔵 常勤 １号 

理事 相談役 前鼻 時彦 常勤 ２号 

理事 学生サポートセンター長 南部 詠子 常勤 ２号 

理事 事務局長 市川 貴紀 常勤 2 号 

理事  佐藤 好和 非常勤 ２号 

理事  宮田 節也 非常勤 ２号 

監事   澤田 和宏 非常勤   

監事   笠島 雅人 非常勤   



 

５．評議員名簿（令和 7 年６月１日現在）               定員 ７名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号  この法人の職員のうちから選任した者 ２名 

２号  この法人の設置する学校を卒業した者で年齢 25 年以上のもののうちから選任した者 

３号  学識経験者のうちから選任した者 

 

 

６．教職員数 
 
   ・幼 稚 園： 本務教員  ３９名、本務職員２７名、 
    ・専門学校： 本務教員  ８３名、本務職員５６名、兼務教員４９７名 
 
 
７．総定員及び在籍数  

 

学校名 定員 在籍 

西野桜幼稚園 ３４０名 ２０８名 

西野第２桜幼稚園 ２７０名 １９７名 

札幌医学技術福祉歯科専門学校 ９２０名 ４６１名 

札幌心療福祉専門学校 １２０名  ３８名 

札幌リハビリテーション専門学校 ３２０名 １６５名 

せいとく介護こども福祉専門学校 ３２０名  ７７名 

 
・札幌医学技術福祉歯科専門学校 附帯教育事業   

 
看護科２年課程(通信制）   総定員    ３００名、在籍 ２５２名 
社会福祉士通信課程（一般） 総定員    ６００名、在籍 １６９名 
社会福祉士通信課程（短期） 総定員   ８０名、在籍   ３１名 

         介護福祉士実務者研修通学科 総定員   ６０名、在籍   ６名 
 
   ・学童保育   さくらキッズクラブ                 ９２名 
 

・ロボットプログラミング教室   プログラボ              ８１名 

 

 

 

 

職名 役職 氏名 常勤・非常勤の別 選任区分 

評議員 教学マネジメント室長 米田  裕義 常勤 １号 

評議員 財務経理 事務次長 万行 輝彦 常勤 １号 

評議員  理寛寺 忠広 非常勤 ２号  

評議員  前鼻 晴雄 非常勤 ３号 

評議員  中川 敏貴 非常勤 ３号  

評議員  市川 茂春 非常勤 ３号 

評議員  古澤 宰治 非常勤 ３号 



 

Ⅱ 事業の概要 

 

２０３０年代の更なる出生数減少による市場の縮小にむけて、新たなステージに向けた体制に移

行するための学園組織改編や新規事業の準備を行った。 

 

 

１．幼稚園 

 

（１） 西野桜幼稚園園庭整備を推進し保育環境の充実を図るとともに、保育料の改定を行った。 

 

（２） 満３歳児の受け入れを開始した。また、付随事業として、こども誰でも通園制度による３歳

未満児の受け入れ準備を行った。 

 

（３） 人材育成の促進に向けた人事評価制度を活用し、給与規程見直しのための準備を行うなど、

職場環境の改善を推進し、より働きやすい職場づくりの実現に向けた取り組みを行った。 

 

（４） 西野桜幼稚園ではプログラミングや英会話に触れることができる学童保育「さくらアフター

スクール」において、夏休みや冬休みを中心に多くの卒園児が利用した。 

 

２．専門学校 

 

（１） 令和９年度生から「札幌医学技術福祉歯科専門学校」と「せいとく介護こども福祉専門学校」

を校名統合し、「臨床×リハビリ×福祉」を横断する多職種連携のスケールメリットを活か

した医療・福祉人材育成のさらなる強化を図るための準備を行った。 

 

（２） 令和９年４月に「こども総合科（３年制）」を開設するためのカリキュラム等を作成した。

保育士のみならず、短大や大学と提携し、幼稚園教諭（Ⅰ種）や小学校教諭免許取得につな

がるカリキュラムを提供する。 

 

（３） 札幌心療福祉専門学校の令和９年度生の募集を停止する。また、文部科学省委託事業「専修

学校による地域産業中核的人材養成事業」に伴う「地域活性化のための農福連携人材育成事

業」が 6 か年事業の最終年度となるため、農福連携入門講座の継続展開など今後の取り組み

について検討を行った。 

 

（４） 理学療法士・作業療法士の育成を札幌医学技術福祉歯科専門学校に集約するため、札幌リハ

ビリテーション専門学校の令和９年度生募集を停止した。 

 

（５） リカレント教育の拡充を図るため、看護科通信制、社会福祉士通信課程のほか、函臨福祉セ

ンターを中心とした実務者研修の広報活動について、東北圏を含めた広域の展開を行った。 

 

（６） 国際交流センターでは、外国人留学生受け入れや教員の資質向上に向けた海外教育連携校と

の教員や学生の相互連携を強化、専門学校生を２名台湾に留学派遣するなど医療福祉従事者

としての国際化教育の拡充を推進した。 

 

（７） 教学マネジメント室では、N トレ研修、初任者指導、メンター制度等を通じて教職員の人材

育成を推進するとともに、「わかる授業」をさらに深化させるため、公開授業や、授業アン

ケート、シラバス・コマシラバス等の教学マネジメントに関する指導や支援の活動を各校・

各科と連携しながら行った。 

 

（８） 学生サポートセンターでは、多様な学生が学習や生活を円滑に進められるよう、学科と連携

しながらきめ細かなサポートを継続し学生満足度の向上を図った。入学前教育では、「学習

計画シート」および「入学前準備課題」を導入し、早期からの学習習慣の定着を強化した。

また、西野学園図書館では、蔵書の充実と学習環境の向上に努め、利用促進を図った。 



 

 

（９） 学園創立６０周年を記念した「ロクマルフェス」を開催したほか、地下鉄大通駅壁面広告掲

示、デジタルサイネージの設置や学園ペイントバスを運行させるなど、広報展開を強化した。 

 

（10） 専門学校３か年計画のＮ‘ｓシート委員会「ブランディングデザイン研究推進委員会」「わか

る授業研究推進委員会」「ＩＲ調査研究推進委員会」が最終年度を迎え、NISHINOカリキュラ

ムマネジメントのブラッシュアップや学園のディプロマポリシーの策定など、質の高い教育

活動の実現に向けた取り組みが行われた。 

 

(11)  学園同窓会「西桜会」では、地区同窓会として設置した道南支部、日胆支部、道東支部のほ

か、新たに道央支部、上川・オホーツク支部を設置し、卒業生との絆を深め、学園ブランド

の強化を図った。 

 

(12)  収益事業として、専門学校生の教育効果だけではなく職業観を醸成するため、新たに西野学

園リハビリセンター開設に向けた準備を行った。 

 

 

３．学童保育 

    

山の手と円山の２施設において地域に高い評価をいただいている「さくらキッズクラブ」は、

近隣の児童会館の建て替えや民間学童保育の競合他社参入が続いており、年度当初の会員数

は前年より微減の９２名となった。しかし、児童会館から当クラブへ転入する会員により、

１０月には９７名の会員となった。会員の口コミなど、保育サービスにおいて引き続き高い

評価をいただいた。  

 

４．ロボットプログラミング教室 

  

前年度から山の手・円山・伏見の３教室運営となり、令和７年度は１１月に初めて受講生数が

１００名を突破、最終的に１０７名へ達した。前年度から継続した教育サービスの強化に取り

組んだ結果、８月に行われたロボットプログラミング大会では、４年連続で全国大会へ出場、

小学生チームが全国４位という過去最高となった。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅲ 財務の概要 

１．資金収支計算書（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年３月 31 日） 

（１）収入の部 

ア 幼稚園の在園児数は前年より 71 名減少、専門学校の在籍数においては、新規入学生数の減

少により４校で 83 名減少した。専門学校全体では 659 名となった。通信課程では、看護科

2 年課程が 8 名減少となった。 

反面、社会福祉通信課程は一般コースが 17 名増加となり、短期コースは 5 名の増加となっ

た。(いずれも令和 8 年 5 月 1 日現在) 

西野学園全体としては、令和７年４月１日に合併した学校法人成徳学園の学納金が寄与し

た影響もあり、学納金収入については前年比 9,942 千円(0.8%減)の減少にとどまった。 

イ  学校法人成徳学園との合併処理に伴い、一般寄付金 41,802 千円および現物寄付金 537,194

千円(事業活動収支計算書)が発生した。 

ウ  補助金収入は、文部科学省からの委託事業が増額したこと、および修学支援制度の拡充に

より、46,839 千円（19.9％増）の増額となった。 

エ  有価証券(債券)の買替を進めたことにより資産売却収入が 753,858 千円となった。 

オ  付随事業・収益事業収入については、学童保育事業の増収があったものの、預かり保育事

業が減少したため前年比 2.8％減の 48,097 千円となった。 

カ  幼稚園および専門学校の在籍数の減少により、前受金収入が 5,458 千円減少した。 

キ  特定資産の取崩しが減少したため、その他の収入が 185,733 千円減少した。 

（２）支出の部 

ア 資金収支の人件費は、学校法人成徳学園との合併に伴う人員増と退職金の増加により、全

体で前年比 10.6%増の 1,119,784 千円となった。 

イ 経費においても学校法人成徳学園との合併による増加、および旧函館臨床福祉専門学校校

舎解体費用88,000千円の支出があったことにより前年比32.4％増の714,055千円となった。 

ウ  有価証券(債券)の新規購入及び買替を進めたこと、および減価償却引当特定資産の増加に

より資産運用支出が 765,639 千円となった。 

 

２．貸借対照表 

（１） 資産の部  

総資産 12,607,377 千円のうち、固定資産は 11,167,551 千円、流動資産は 1,439,825 千円と

なった。固定資産については、減価償却による減少があったものの、学校法人成徳学園との

合併に伴う増加があったため 186,359 千円増額となり、流動資産については、費用の増加等

に伴い前年度比 229,084 千円減少した。 

（２） 負債の部 

総負債 593,743 千円のうち、固定負債は 208,345 千円、流動負債は 385,398 千円となった。 

（３） 純資産の部 

純資産 12,107,358 千円のうち、基本金の当期組入額は合併による追加組入 1,292,830 千円を

含む 1,404,184 千円となり、取崩額については旧函館臨床福祉専門学校校舎除却分 436,431

千円を含む 514,691 千円であった。基本金合計額は前年比 889,492 千円増加し、11,774,306

千円となった。 

（５） 減価償却の累計額は、4,043,334 千円となった。 

 

３．財務比率 

（１）経常収入に対する学生生徒等納付金の割合は 54.3％(前年比 23.3%減)であった。 

      合併処理による寄付金の影響を除いた割合は 73.2％(前年比 4.4％減) 

（２）経常収入に対する補助金の割合は 12.6％(前年比 2.3%減)であった。 

      同 16.9％(前年比 2.0％増) 

（３）経常収入に対する人件費比率は 50.2％(前年比 14.6%減)であった。 

同 67.6％(前年比 2.8％増) 

（４）経常収入に対する経費の割合は 43.4％(前年比 6.8%減)であった。 

      同 58.4％(前年比 8.2％増) 



 

【令和 7 年度決算報告】 

1. 資金収支計算書（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．事業活動収支計算書（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３． 貸借対照表（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．財産目録（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５．収益事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６．令和 7 年度監査報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


